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１ 調査の目的

大気中の （揮発性有機化合物）には、第Ⅰ～Ⅲ編に記載した有害大気汚染物質モニタリング

調査で取り扱っている物質以外に、有害性の認められるものが存在している。また、光化学オキ

シダントの原因物質やその反応生成物も含まれている。さらに、 は、光化学反応や凝縮・吸着

等の二次生成による粒子状物質（ 等）に関与する前駆体でもある。

本調査は、環境大気中の について、可能な限り多数の成分についてその濃度や挙動を明らか

にすることにより、さまざまな解析や種々の施策策定の基礎資料とすることを目的としている。

２ 調査地点、調査日及び採取方法

調査地点は、有害大気汚染物質モニタリングの調査地点のうち八王子市が実施している２地点

（片倉町及び大楽寺町）を除く 地点（第Ⅰ編・表 （ ）参照）に、都による補完調査地

点２地点を加えた次表に示す 地点である。なお、有害大気汚染物質モニタリング調査でベンゼ

ン等 物質（以下「モニタリング 物質」という。）の測定に使用したキャニスタ（毎月１回、連

続 時間採取）の試料を用いたため、調査日及び採取方法は第Ⅰ編 調査方法のとおりである。

表１ 多成分の調査地点

区分 調査地点（＊の 地点は補完調査地点）

一般環境

中央区晴海、国設東京新宿、目黒区碑文谷、大田区羽田※、板橋区

氷川町、練馬区石神井町、足立区西新井、江戸川区春江町、小金井

市東町※、東大和市奈良橋

沿道（自排局） 京葉道路亀戸、環八通り八幡山、甲州街道大原＊、中山道大和町＊

バックグラウンド 檜原
※ 年（令和 年）から移転

３ 分析について

は、一定の条件を満たせば一斉分析が可能であり、モニタリング 物質の一斉分析により行

っている。同様の手法により、前年度に引き続き、次の物質について分析を行った。

① 有害大気汚染物質（ ： ）

② 光化学反応性のある物質（ ： ）

③ 極性物質（ｱﾙｺｰﾙ、ｹﾄﾝなど）及び植物由来の物質（ ）

多くの物質は、モニタリング 物質と同様に、「有害大気汚染物質等測定方法マニュアル（環

境省水・大気環境局環境管理課：平成 年３月）」（以下「マニュアル」という。）に従い、液体

窒素冷却式のクライオフォ－カス機能を有するガスクロマトグラフ質量分析計（ ）により除

湿工程を経て分析した。除湿工程では極性物質が捕捉されやすいため、アルコール等も一部が除

去される。このため、アルコール類については必ずしも安定した測定ができているとはいえない

ことから、結果の取扱いには注意が必要である。また、③のうち については、除湿工程にお

いて異性体の転移が起こる可能性があったため、これらについても結果の取扱いには注意が必要

である。また、②のうち、質量数又は保持時間が大気中の窒素や酸素等に近いため による測

定が困難な物質※ （ ､ ､ ､ （以下「低沸点 」という。））は、

＜注意＞・平成 年度報告書まで、一部の物質のデータに誤り及び分析精度の問題がありました。
平成 年度以前の報告書については、数値の取扱いに御留意願います。

・令和元～３年度報告書の一部の成分名に誤りがありました。令和４年度報告書より訂正
しておりますので御留意願います。 。

※
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水素炎イオン化検出器付きガスクロマトグラフ（GC-FID）により分析し、過去にGC-MSの大気試料

濃縮工程でロスの見られた物質（Propylene､iso-Butane､n-Butane､1-Butene､trans-2-Butene、

cis-2-Butene及び1,3-Butadien）は、ガスクロマトグラフ質量分析計（GC-MS）と水素炎イオン化

検出器付きガスクロマトグラフ（GC-FID）の両方により分析した。 

 

 

(1) 分析条件及び測定対象物質 

キャニスタにより採取した試料を、モニタリング17物質と同様の手法であるガスクロマトグ

ラフ質量分析計（GC-MS）により分析した。分析方法等の詳細を表2-1に示す。また、GC-MSによ

る分析が困難な低沸点VOCについては、表2-2に示す水素炎イオン化検出器付きガスクロマトグ

ラフ（GC-FID）により分析した（2009(平成21)年度から追加）。 

標準ガスは、表3に示す４種類（ボンベ入り、各成分全て１ppm）を必要に応じて混合して４

段階に希釈した。0.02ppb～2ppbの範囲で３～７点の測定を行い、検量線を作成した。 

表4には、今回使用した標準ガス成分のうち測定対象とした成分について、分子式、分子量、

沸点、CAS No.（※3）、化管法No.（※4）等を示した。なお、化管法No.については、2008(平成20)

年に対象物質が見直され2010(平成22)年４月１日から施行されたことから、新旧両方について

示した。 

測定対象としたのは、①HAPs多成分及び②PAMS多成分である。①HAPs多成分はHAPsが58物質

（59成分）、極性物質が11物質（11成分）及びBVOCが4物質（4成分）であり、②PAMS多成分は

従来の「低沸点VOC」を含め57物質（58成分）で、PAMS57物質のうち、19物質（20成分）はHAPs

多成分と重複する。測定対象の合計は111物質（=58+11+4+57-19）、112成分（=59+11+4+58-20）

である（成分数の数え方については脚注を参照）。 

なお、2019(令和元)年度から、フロン134a（標準ガスには従前から含まれていたが、GC-MS

で測定できることが判明した。）の測定を行っている。 

 
（※3）CAS No. ： 
 

Chemical Abstracts Service の No.（アメリカ化学会のChemical 
Abstractsで使用される化学物質番号） 

  （※4）化管法 No： 
 
 

「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に
関する法律」（平成11年７月13日公布法律第86号；化学物質排出把握
管理促進法）に規定されている政令の番号 

 
 

※1 物質の区分として、平成22年度報告書まで④として別掲の「②のうち上記との同時測定が困難な低沸点 

 揮発性有機化合物（低沸点VOC）」については、平成23年度報告書より②にまとめた。 

※2 平成22年度報告書まで「低沸点VOC」としてGC-FIDによる測定値を掲載していたものは4物質であったが、 

本編で使用したGC-MSの大気試料濃縮工程における問題から、1,3-Butadienを除くその他6物質についても、

平成23年度報告書よりGC-FIDによる測定値を採用することとした。詳細は、「４ 測定データの取扱い」を

参照 

注）「成分」と「物質」の表記について 
標準ガス等においては通常、異性体を区別して｢成分｣として表記している。例えばo-Xylene、

m-Xylene、p-Xyleneをそれぞれ１成分と数える。しかし、実際の分析では、m-Xyleneとp-Xylene
は分離できず、両者の合計値しか得られない。ここでは、こうした同じ化合物の異性体で分離で
きないものについては、まとめて｢１物質｣として表記する。したがって、m,p-Xyleneは｢2成分｣で
｢1物質｣となる。 

なお、以前は、m,p-Ethyltolueneのピークが分離しなかったため、2017(平成29)年度までPAMS
のメソッドでは２成分で１物質として定量し、HAPsのメソッドではp-Ethyltolueneのみを定量し
てきた。2018(平成30)年度からm,p-Ethyltolueneを各々定量している。 

表 多成分の分析方法（ ）

分析項目 多成分、 多成分 中～高沸点

検量線用標準ガス ＋ ＋ （表 ） （表 ）

測定対象物質数 成分数
（詳細は表 のとおり）

物質＝ 物質＋極性 物質＋
物質

成分＝ 成分 成分 成分
物質 成分

濃縮
大気試料濃縮

装置・ｼﾞｰｴﾙｻｲｴ

ﾝｽ製

採取量 （＋内部標準 ）

除湿方法 トラップ管（ ）

捕集方法 吸着管（ ）２本

ｸﾗｲｵﾌｫｰｶｽ ℃

ｶﾞｽｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ質量分析計
島津製作所製 第Ⅵ編 参考資料１ 表１に同じ

表 多成分の分析方法（ ）

分析項目 （低沸点のもの）

検量線用標準ガス 成分（表 ）

測定対象成分数 成分

濃縮
大気試料濃縮

装置・

採取量

除湿方法 トラップ管（ガラスビーズ・ ）、 ℃

捕集方法 凝縮管（吸着剤 ）、 ℃

ｸﾗｲｵﾌｫｰｶｽ トラップ管： ℃

水素炎イオン化
検出器付きガス
クロマトグラフ

：

検出器温度 ℃

カラム
① （長さ 内径 ､膜厚 μ ）
② （長さ ､内径 ､膜厚 μ ）

昇温条件
℃ → ℃ 昇温 → ℃ 昇温

→ ℃ 合計約 分

ｷｬﾘﾔｶﾞｽ ヘリウム ％、① → ②

表 多成分の分析に使用した標準ガス

標準ガスの種類 充填ガス

マニュアルに測定対象物質・ベンゼン等揮発性有機化合物として示された
物質 成分 にフロン類 成分を加えた 成分（ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ 物質を全て

含む）

極性物質 成分及び炭化水素 成分（ の成分は含まれない。）

光化学反応性を有する物質を中心とした 成分（ のうちの 物質 成
分 、 のうちの炭化水素 物質 成分 及び のうちの 物質 成分 を含
む。）

植物由来の物質４成分

に含まれる ､ のうち、 に含まれるのは後者の

のみ（ 物質・ 成分）である。以前は両成分を分離できなかったため、 の標準試料から作成した

の検量線で大気試料の当該ピークを定量し、 及び （ 物質・ 成分）の合算として定量していた。成

分数、物質数の数え方については、前ページの脚注を参照
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水素炎イオン化検出器付きガスクロマトグラフ（GC-FID）により分析し、過去にGC-MSの大気試料

濃縮工程でロスの見られた物質（Propylene､iso-Butane､n-Butane､1-Butene､trans-2-Butene、

cis-2-Butene及び1,3-Butadien）は、ガスクロマトグラフ質量分析計（GC-MS）と水素炎イオン化

検出器付きガスクロマトグラフ（GC-FID）の両方により分析した。 

 

 

(1) 分析条件及び測定対象物質 

キャニスタにより採取した試料を、モニタリング17物質と同様の手法であるガスクロマトグ

ラフ質量分析計（GC-MS）により分析した。分析方法等の詳細を表2-1に示す。また、GC-MSによ

る分析が困難な低沸点VOCについては、表2-2に示す水素炎イオン化検出器付きガスクロマトグ

ラフ（GC-FID）により分析した（2009(平成21)年度から追加）。 

標準ガスは、表3に示す４種類（ボンベ入り、各成分全て１ppm）を必要に応じて混合して４

段階に希釈した。0.02ppb～2ppbの範囲で３～７点の測定を行い、検量線を作成した。 

表4には、今回使用した標準ガス成分のうち測定対象とした成分について、分子式、分子量、

沸点、CAS No.（※3）、化管法No.（※4）等を示した。なお、化管法No.については、2008(平成20)

年に対象物質が見直され2010(平成22)年４月１日から施行されたことから、新旧両方について

示した。 

測定対象としたのは、①HAPs多成分及び②PAMS多成分である。①HAPs多成分はHAPsが58物質

（59成分）、極性物質が11物質（11成分）及びBVOCが4物質（4成分）であり、②PAMS多成分は

従来の「低沸点VOC」を含め57物質（58成分）で、PAMS57物質のうち、19物質（20成分）はHAPs

多成分と重複する。測定対象の合計は111物質（=58+11+4+57-19）、112成分（=59+11+4+58-20）

である（成分数の数え方については脚注を参照）。 

なお、2019(令和元)年度から、フロン134a（標準ガスには従前から含まれていたが、GC-MS

で測定できることが判明した。）の測定を行っている。 

 
（※3）CAS No. ： 
 

Chemical Abstracts Service の No.（アメリカ化学会のChemical 
Abstractsで使用される化学物質番号） 

  （※4）化管法 No： 
 
 

「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に
関する法律」（平成11年７月13日公布法律第86号；化学物質排出把握
管理促進法）に規定されている政令の番号 

 
 

※1 物質の区分として、平成22年度報告書まで④として別掲の「②のうち上記との同時測定が困難な低沸点 

 揮発性有機化合物（低沸点VOC）」については、平成23年度報告書より②にまとめた。 

※2 平成22年度報告書まで「低沸点VOC」としてGC-FIDによる測定値を掲載していたものは4物質であったが、 

本編で使用したGC-MSの大気試料濃縮工程における問題から、1,3-Butadienを除くその他6物質についても、

平成23年度報告書よりGC-FIDによる測定値を採用することとした。詳細は、「４ 測定データの取扱い」を

参照 

注）「成分」と「物質」の表記について 
標準ガス等においては通常、異性体を区別して｢成分｣として表記している。例えばo-Xylene、

m-Xylene、p-Xyleneをそれぞれ１成分と数える。しかし、実際の分析では、m-Xyleneとp-Xylene
は分離できず、両者の合計値しか得られない。ここでは、こうした同じ化合物の異性体で分離で
きないものについては、まとめて｢１物質｣として表記する。したがって、m,p-Xyleneは｢2成分｣で
｢1物質｣となる。 

なお、以前は、m,p-Ethyltolueneのピークが分離しなかったため、2017(平成29)年度までPAMS
のメソッドでは２成分で１物質として定量し、HAPsのメソッドではp-Ethyltolueneのみを定量し
てきた。2018(平成30)年度からm,p-Ethyltolueneを各々定量している。 
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検量線用標準ガス ＋ ＋ （表 ） （表 ）

測定対象物質数 成分数
（詳細は表 のとおり）
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捕集方法 吸着管（ ）２本

ｸﾗｲｵﾌｫｰｶｽ ℃

ｶﾞｽｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ質量分析計
島津製作所製 第Ⅵ編 参考資料１ 表１に同じ

表 多成分の分析方法（ ）
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昇温条件
℃ → ℃ 昇温 → ℃ 昇温

→ ℃ 合計約 分

ｷｬﾘﾔｶﾞｽ ヘリウム ％、① → ②

表 多成分の分析に使用した標準ガス

標準ガスの種類 充填ガス

マニュアルに測定対象物質・ベンゼン等揮発性有機化合物として示された
物質 成分 にフロン類 成分を加えた 成分（ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ 物質を全て

含む）

極性物質 成分及び炭化水素 成分（ の成分は含まれない。）

光化学反応性を有する物質を中心とした 成分（ のうちの 物質 成
分 、 のうちの炭化水素 物質 成分 及び のうちの 物質 成分 を含
む。）

植物由来の物質４成分

に含まれる ､ のうち、 に含まれるのは後者の

のみ（ 物質・ 成分）である。以前は両成分を分離できなかったため、 の標準試料から作成した

の検量線で大気試料の当該ピークを定量し、 及び （ 物質・ 成分）の合算として定量していた。成

分数、物質数の数え方については、前ページの脚注を参照
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定量下限値及び検出下限値

マニュアルに従い、低濃度（ 令和５ 年度は 相当）の希釈標準ガスを５回分析

し、その標準偏差（σ）から、定量下限値（ σ）及び検出下限値（ σ）を求めた。大気の採

取はキャニスタで行い分析に際して窒素ガスによる加圧・希釈を行うことから、定量下限値・

検出下限値は希釈率（ （加圧後圧力） 約 （大気採取後圧力）≒ ）で補正して求

めた。結果を表 に示した。

なお、 令和元 年度から、下限値測定用の標準ガス濃度を（ から 相当に）

変更している。

検出下限値未満の測定値については、従前より、第Ⅰ編等と同様に不等号 ” ” により示

し、年平均値の算出には検出下限値の を充てている。

トラベルブランク

マニュアルに従い、測定ごと、すなわち毎月、有害大気汚染物質モニタリングで使用した通

常４個のトラベルブランク用キャニスタを分析に供し、その平均値を使用した。

４ 測定データの取扱い

クロマトグラムのチェック

マニュアルに従い、全成分についてクロマトグラムのチェックを行った。

物質ごとの分析上の留意点

ア 「３ 分析について」の ページの脚注に示したように、異性体で分離しにくい成分（

キシレンと キシレン）については一つの物質として扱った。

イ アセトン等の環境中の濃度が高い一部の物質については、ブランク値が高めで定量下限値・

検出下限値も大きい傾向がある。大気濃度の算出の際は、ブランク値を差し引くため、大気

濃度の数値には直接影響を与えることはないが、分析においては留意する必要がある。

ウ 低沸点（低分子量）の物質については、 での測定が困難なため、 により測定し

た。このうち、 、 、 ､ ､ 、

及び については、いずれの方法でも測定が可能であったため、 と

とのデータ比較を行った。結果は図 のとおりである。 ､ 及び

については、よく一致しているが、 、 、 及び

については、あまり一致していない。

各成分の取り扱いは 平成 年度以降に引き続いて、 、 、 ､

､ 及び については の測定値を、 につ

いては の測定値を採用することとした。

単位及び有効数字

平成 年度分までは、本第Ⅳ編については第Ⅰ～Ⅲ編と異なり、測定結果を標準ガ

スの表記（体積比）に準じ、 で表記（一部に を併記）していたが、 平成 年度

版以降は第Ⅲ編までと同様のμ （ μ ＝ ）表記に統一している。なお、旧年

度版との比較等を考慮し、一部に 表記を併記している。

有効数字について、本来は２桁表記であるが、本編では丸めずに記載した。
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ガスに重複して含まれる成分について、複数の濃度が算出されるが、その扱いについては次

のとおりとした。

ア 多成分と 多成分との重複成分

を例に取ると、１回の分析で得られた結果（クロマトグラム）について、 多

成分メソッドで求めた の検量線と 多成分メソッドで求めた の検量線

の２種類で定量することとなる。その差は両者の検量線の傾きだけであり、いずれも適切に

分析されているため両者の濃度を示した。２種類の標準ガスによる分析精度管理の検討など

に役立てることができるため記載しているが、本編における大気環境濃度としては、 多

成分メソッドの分析結果の数値を用いた。なお、表 以降の結果等では、 分析値には「物

質名（ 多成分の番号）」とし、重複する物質を区別できるようにしている。

イ モニタリング 物質

本分析結果のモニタリング 物質と重複する物質は、マニュアルに従い正しく測定された

ものではあるが、環境基準等を判断する際には、第Ⅰ編及び第Ⅱ編の数値を用いた。

物質別測定結果の表記の順番

前年度と同様の順に表記することを原則とした。ただし、第Ⅰ編等と重複するモニタリング

物質については、 の先頭にまとめて示してある。また、 平成 年度報告から低沸

点 を の先頭に統合したが、それ以降の の番号については従前と同じにしている。

キャニスター内での物質濃度の変化

分析は採取当日から開始しているが、検体数が多いため、大気採取検体及びトラベルブラン

ク検体の全ての分析には、通常３日、場合によっては一週間程度を要した。今回対象とした物

質のほとんどは、キャニスタ内での保存性に問題はないと報告されているが、物質によっては

キャニスタ内での壁面への吸着等により濃度が変化している可能性があることに留意する必

要がある。

５ 調査結果

物質の大気中の濃度について、地点別年平均濃度を表 及び表 に、物質別月別調査結果

を表 から表 までに示した。また、都内一般局の物質別年平均濃度をその濃度順に図 及

び図 に、物質別月別濃度（地域別平均のみ）を図 から図 までにグラフで示した。

図 の （体積濃度）で見ると上位 物質、図 のμ （質量濃度）で見ると上位 物質

で測定した総量の ％以上を占めており、その多くはモニタリング 物質以外の物質であっ

たことから、大気中の の把握には多成分の測定が重要であることがわかる。

図 で使用した本調査における都一般環境平均の濃度を元に、各物質の炭素数に換算した濃

度（ ）注 を算出すると、測定した全物質で 、同上位 物質で であった。

同年度の都内一般環境中の非メタン炭化水素（ ）濃度注 （ ）に占める当

測定物質濃度の割合は、全物質で ％（ 令和 年度： ％、 令和 年度： ％、

令和 年度： ％、 令和元 年度： ％）、上位物質で ％（ 令和 年度：

％、 令和 年度： ％、 令和 年度： ％、 令和元 年度： ％）であっ

た。

本調査は毎月 回・ 時間採取と頻度・期間が限られ、調査時の気象・曜日の影響を受ける

こと、また、地点及び分析法の違いがあることから単純な比較はできないものの、多成分分
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析を行うことによって、 ベースで大半の成分が把握できたものと考えられる。

なお、塩化メチルを含むモニタリング 物質のみでは、 となり、 に占める割合

は、 ％（ 令和 年度： ％、 令和 年度： ％、 令和 年度： ％、 令

和元 年度： ％）であった。

濃度の高い物質を図 の （体積濃度）で見ると、 （ 位）、 （ 位）、

（ 位）といった低沸点の炭化水素や （ 位）が上位にあり、昨年度と同様の傾向であ

った。極性物質は、測定精度上の課題はあるものの、 、 、 （

）などが、昨年度と同様高濃度であった。

植物が主な発生源と考えられる は、バックグラウンド（人為的汚染の少ない地域）と

して調査している檜原で、比較的高い濃度であった。檜原の採取地点は山間部であり、近傍

の発生源（針葉樹等の植物）からの影響を受けているものと推察された。また、公園内にあ

る測定地点（国設東京新宿局（新宿御苑内）、練馬区石神井局（石神井公園内））でも、他の

地点と比較してやや高い濃度であった。

光化学オキシダントへの寄与を考えると、大気中の濃度が高いことに加え、オゾン生成能

（ ： ）を考慮する必要がある。そのため、 と大気中

の各 成分濃度の積（ ： （μ ｍ ））を算出したグラフ

を図５に示す。図３の質量濃度のグラフと比較すると、大気濃度においては、 、

、 の順で濃度が高かったが、 に換算すると、 、 、

の順となった。なお、 の大きい成分として他にはアルデヒド類（アセトアルデヒド、

ホルムアルデヒド）があり、第Ⅰ編の表 （ ページ参照）の値を用いて 換算すると、

ホルムアルデヒドは よりも高濃度となった。第Ⅰ編の図 （ ページ参照）の経年

変化ではアルデヒド類濃度については、過去から大きな減少は見られない。光化学オキシダ

ント対策においては、 での評価も重要となり、その上位の物質に焦点を絞った調査につい

ても検討が必要である。また、上位の 成分には や のような低沸点成分

が含まれているため、これらを高い精度で測定することは重要と考えられる。近年は、労働

安全衛生や地下水汚染未然防止等の観点から有機塩素化合物の使用量が減少しており、それ

に伴って大気中の有機塩素化合物濃度も減少している。本調査においても、多成分調査が本

格化した （平成 ）年頃と比較して、大気中濃度が検出下限値未満となる有機塩素化合

物の物質数が増加（ 平成 年度： 物質、 令和 年度： 物質）している。今後

は、検出下限値未満となることが常態化している物質（モニタリング 物質を除く。）の測

定頻度を減らし、光化学オキシダント生成に寄与しやすく検出下限値以上となる物質を重点

的に調査対象とすることについても検討が必要と考えられる。

注 ）測定局における自動測定で、非メタン炭化水素（ ）濃度は、炭素数に換算した濃度（ ）で

出されるため、これと比較するため換算した。

注 ）一般環境大気測定局 地点における 時間値の年平均値
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―160―



―161―



―162―



―163―



―164―



―165―



―166―



―167―



―168―



―169―



―170―



―171―



45.6 12 2
55.7 12 4

2.5 12 2
3.1 12 4

12.1 12 2
14.6 12 4

―172―



45.6 12 2
55.7 12 4

2.5 12 2
3.1 12 4

12.1 12 2
14.6 12 4

―173―



―174―



―175―



―176―



―177―



45.6 12 2
55.7 12 4

2.8 12 2
3.5 12 4

3.8 12 2
4.8 12 4

2.5 12 2
3.1 12 4

25.7 12 2
31.4 12 4

1.1 12 2
1.3 12 4

12.6 12 2
15.3 12 4

2.1 12 2
2.5 12 4

1.1 12 2
1.3 12 4

―178―



45.6 12 2
55.7 12 4

2.8 12 2
3.5 12 4

3.8 12 2
4.8 12 4

2.5 12 2
3.1 12 4

25.7 12 2
31.4 12 4

1.1 12 2
1.3 12 4

12.6 12 2
15.3 12 4

2.1 12 2
2.5 12 4

1.1 12 2
1.3 12 4

―179―



―180―



―181―



―182―



―183―



―184―



―185―



17.5 8 20.6 9

―186―



17.5 8 20.6 9

―187―



―188―



―189―




